
港湾労働者休憩所の指定管理者募集　質問・回答一覧

No. 質問箇所 質問 回答

1
【別紙２】管理業務仕様書

３ページ(4)建物・設備機器等施設の維持保
全・修繕において、エ「基幹的な施設の修繕
のうち１件あたりの修繕費用が100万円未満の
ものについては指定管理者が行い」となって
いるが、対象は『【別紙８】指定管理者施設
修繕対応リスト』の内、リスク分担が「指定
管理者」とある備品および設備等で良いか。

また、修繕費を更新に充てた場合は、『【別
紙９】港湾労働者休憩所指定管理業務協定
書』第30条第６号に基づき、「本市に所有権
が帰属する」ことで良いか。

お見込みのとおりです。ただし『【別紙８】指定管理者施設修繕対応リスト』の枠
外に記載のとおり、当該リストは作成時点での主な修繕必要箇所であり、全てを掲
載しているものではありません。

後段についても、お見込みのとおりです。

2
【別紙２】管理業務仕様書

『【別紙８】指定管理者施設修繕対応リス
ト』にリストアップされていない大阪市所有
の備品・設備等であっても、緊急対応が必要
であれば、指定管理者が修繕（更新）を行う
ことはできるか。
その場合の費用負担は業務代行料（修繕費）
の増額と考えて良いか。

『【別紙８】指定管理者施設修繕対応リスト』にリストアップされていない大阪市
所有の備品・設備等について、『【別紙６】維持管理用設備リスト』及び『【別紙
７】備品リスト（大阪港湾局所管分）』に記載のあるものは、緊急対応が必要であ
れば、本市と協議のうえで、指定管理者が修繕（更新）を行うことはできます。

そのかかる修繕費については、『指定管理者募集要項』の12ページに記載の≪修繕
費計画額表≫で定める範囲で実施いただきます。
具体的には、各年度の修繕費において発生する余剰分については、次年度以降に繰
越すことができるため、当該年度の修繕費の上限額と前年度以前の余剰額の合算額
の範囲となります。

業務代行料（修繕費）の増額については、『指定管理者募集要項』の12ページに記
載のとおり、「修繕費の総額が11,480千円を上回ることが想定される場合は、指定
管理者が修繕を実施する前に、修繕の実施の可否や業務代行料の取り扱いについて
大阪市と協議していただきます」とありますが、≪修繕費計画額表≫で定める費用
の範囲で実施していただくことを基本的な考え方として協議いたします。


